
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

( 22 年度末） 21 年度の人件費率

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

川崎町の給与・定員管理等について

Ｂ／Ａ

（参考）人 件 費 率

　　　　　　Ｂ

人　

人 件 費実 質 収 支

　　　　　　％　　　　　　　千円
年度

19,394 9,721,389

区　　分

22
　　　　　　　　　　　％

20.2584,007 1,680,984 17.3

　　　　　千円 　　　　　千円

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、 22 年4月1日現在の人数である。

190

区　　分
給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

5,911 5,7331,123,173741,450 108,220 273,503

給与費 B/A 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

千円 　　　　　千円人

一人当たり

千円千円 千円

（参考）類似団体平均

千円

　　　　　　Ａ

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

22 年度

（３）特記事項

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日まで給料の３％減額をおこなっています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

105

(H１8)

94.6
(H18)

94.5 (H18)
(H２3)

(H２3)

96.3 (H２3)

95.3

95

100

105

      （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

(H18)

93.5
93.6

90

95

川崎町 類似団体平均 全国町村平均

      （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　      　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。



23 年4月1日現在  ）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（ 23 年4月1日現在 ）

　　　　①一般行政職

２　一般行政職給料表の状況  （平成

平均給与月額

４級 ５級

3206

６級

2619１号給の給料月額

最高号給の給料月額

１級 ２級
（単位：百円）

1356

2437

1858

3092

2229

3564

３級

3901

2892

4025 4246

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

323,34443.1類似団体 377,923

43.7

―

区　　分 平均年齢 平均給料月額

327,205国

325,780

339,183福岡県

公務員

川崎町 45.3

42.3

351,123

352,655

380,235

359,780

平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

425,668

397,723

民間 参考

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

平均給与月額
（Ｂ）

平均年齢
対応する民間
の類似職種

Ａ／Ｂ

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

365,792

321,662

―

―

―

―

川崎町

福岡県

国

うち自動車運転手

その他

283,86249.5

49.8

3,689

376

20 376,156350,745

369,986

347,34917

平均給与月額
（国ベース）

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）

区分

373,220 ―

332,500

50.7

56.2

49.8

公務員

3 399,279

372,076

民間

390,519

370,167

389,984

―

参考

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（注）　１　「平均給料月額」とは、平成 23 年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの全ての諸

　　　　　手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　３　「平均給与月額」（国ベース）は、「平均給与月額」から時間外勤務手当等を除いた額です。

―

―

―

―

― ―

―321,662 ―国

311,840

283,862

類似団体 13

49.5

48.3

3,689

287,269 300,179

―

　　　　４　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人又は２人の場合は個人情報が特定されるため、平均給与月額及び

　　　　　年齢の欄をアスタリスク（＊）としています。

（2) 職員の初任給の状況（ 23 年4月1日現在　　）

福岡県区　　　　　分 国川崎町

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（ 23 年4月1日現在    ）

高　校　卒

区　　　　分

－

経験年数１５年以上２０年未満

144,500

高　校　卒技能労務職

中　学　卒

140,100

137,500

125,400 －

経験年数２０年以上２５年未満

135,897

経験年数１０年以上１５年未満

135,897

135,897

一般行政職 172,200178,800167,034大　学　卒

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区　　　　分

一般行政職 279,627大　学　卒

317,627

314,232

294,413

― 324,320

342,394

経験年数１５年以上２０年未満

―

経験年数２０年以上２５年未満

251,812

経験年数１０年以上１５年未満

高　校　卒

技能労務職

―

―

―

高　校　卒

中　学　卒



４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（ 23 年4月1日現在    ）

2.8

　　　　　　　人

　　　　　　　人

15

　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

標準的な職務内容 職員数 構成比

主事

３　　級

２　　級

10.4
１　　級

4

主任主事・主査

主事

区　　分

（注）１　川崎町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

9 6.3

　　　　　　　人

　　　　　　　　％

41

　　　　　　　　％

　　　　　　　人

6.3

45.8

　　　　　　　　％

66

　　　　　　　人

３　　級

６　　級

係長・課長補佐

課長
9

主任主事・主査

４　　級

５　　級

課長

28.4

（注）１　川崎町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  
５級 6.3% ５級 9.2% ５級 3.4%

６級 6.3% ６級 5.6% ６級 8.2%

80%

90%

100%

３級 45.8%
３級 41.5%

３級 52.4%

４級 28.4%
４級 31.7%

４級 25.8%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

　（注） 平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　

１級 10.4% １級 9.2%
１級 0%

２級 2.8% ２級 2.8%

２級 10.2%

0%

10%

20%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

22 年度  ） 22 年度）

千円 千円

（ 22 年度支給割合  ） （ 22 年度支給割合  ） （ 22 年度支給割合  ）

１人当たり平均支給額　（ １人当たり平均支給額　（

（　0.65　月分　）

1.35　月分

（　1.45　月分　）

2.60　月分

（　1.45　月分　）

勤勉手当

1.35　月分

―

　  勤勉手当

国

期末手当

 2.60　月分

期末手当

1,380 1,586

期末手当 勤勉手当

1.35　月分

川崎町

2.60　月分

福岡県

 （　0.65　月分　）（　    　月分　）（　   　月分　）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

評定期間を２回（１２月～５月・６月～１１月）に分け、６月・１２月各々の勤務実績について評価を行い勤勉手当に反映させている。

　　・役職加算　　　　５～２０％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　・管理職加算 　１０～２５％

　　・役職加算　　　　５～２０％

　　・管理職加算 　１０～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　　　・役職加算　５～１０％

           職制上の段階、職務の級等による加算措置

評定期間を２回（１２月～５月・６月～１１月）に分け、６月・１２月各々の勤務実績について評価を行い勤勉手当に反映させている。

（2) 退職手当（ 23 年４月１日現在    ）

国川崎町

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置2～20％加算 定年前早期退職特例措置2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22 年度に退職した職員に支給された平均額である。

59.28

47.50

千円

59.28

41.34

59.28

30.55

59.2859.28

23.50 30.55

国

33.5041.34

59.2847.50

23.50

21,900

33.50

川崎町

(3) 地域手当

（ 23 年4月1日現在）

支給実績（ 22 年度決算） 千円

22 年度決算） 千円

％ 人 ％

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（

支給対象地域

0

支給率 国の制度（支給率）

0

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当（ 23 年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（ 23 年４月１日現在）

支給実績    （ 22 年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額　（ 22 年度決算） 　円

手当の名称

0

4

伝染病等防疫作業業務

主な支給対象業務主な支給対象職員

災害応急作業に従事する職員

0

１回につき400円

手当の種類（手当数）

災害応急作業業務
災害応急作業に従事する職員の特殊
勤務手当

防疫作業に従事する職員の特殊勤務
手当

出勤1,300円/1H     待機１時間

伝染病防疫作業に従事する職員

左記職員に対する支給単価

夜間看護手当 看護師

病院長、副院長、レントゲン技師 医療業務
医療業務等に従事する職員の特殊勤
務手当

院長、副院長100,000/1月
レントゲン技師4,800円/1月

夜間看護業務 １回につき2,000円



(5) 時間外勤務手当

支給実績    （ 22 年度決算   ） 千円

職員１人当たり平均支給年額  （ 22 年度決算 ） 千円

支給実績    （ 21 年度決算   ） 千円

職員１人当たり平均支給年額  （ 21 年度決算 ） 千円

（6) その他の手当（ 23 年4月1日現在  ）

109

24,276

128

20,799

（6) その他の手当（ 23 年4月1日現在  ）

（ 22 （ 22

円扶養手当

手　当　名

同 30,633

配偶者13,000円
配偶者以外6,500円
（職員に配偶者がいない場合
そのうち1人につき11,000円）
15歳～22歳の子については
5,000円加算

国の制度
との異同

内容及び支給単価

支給職員１人当たり

平均支給年額

161,226

国の制度と
異なる内容

千円

支給実績

年度決算） 年度決算）

円

円同 8,138

住宅を新築、
購入してから
5年間
2,500円支給

異

通勤手当

住居手当

千円 42,831

53,957千円10,252
借家・借間　最高27,000円
自宅　 　　　　　2,500円

普通交通機関等利用者
全額支給
自動車等使用者
2,000円～24,500円（但し、徒
歩で片道２ｋｍ以上であるこ
と）

円

円

円

異管理職手当
課長補佐　5,000円
5級　　　37,400円
6級　　　39,270円

異

管理職特別勤務手当 同

2,089千円

千円

1回につき
4,200円～
20,000円

手当率
8％～25％

管理監督職にある者
休日等の勤務1回につき8,000
円

9,862 千円

0

51,905

0

397
日直手当　　　１回  4,200円
常直手当　　　１回  7,200円
特殊日直　　　１回 20,000円

宿日直手当

６　特別職の報酬等の状況（ 23 年4月1日現在  ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

710,000

町 長

572,000

給 料 月 額 等

705,000 505,000854,000

448,000

議 長

報

298,500

（参考）類似団体における最高／最低額

420,000

区 分

給

料
副　    　町　   　 長

230,000

円 円／ 円

円 円／ 円

　　（ 22 年度支給割合）

月分

　　（ 22 年度支給割合）

月分

加算措置　　20％

2.75

158,000

3.1

245,000

264,300

345,000

副 議 長

議 長

副 議 長

議 員

副 　  　町　    　長

町 長

報

酬

180,000

期
末
手
当

360,000

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×５．１ 円 任期満了毎

給料月額×在職年数×３．０ 円 任期満了毎

議 員

副　 　  町　    　長

加算措置　　25％

6,864,000

14,382,000

3.1

備　　　　考

副 議 長

退
職
手
当

町 長



７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

平成 年 平成 年

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

-

税務

一

総務

議会 33

46

14

42

6 5 退職者不補充

3

3 3

17

職 員 数

4

対前年
増減数

機構改革による増

△ 1

業務増による増

　　　　　　　　区　　分

　部　　門
主な増減理由

農水

-

労働

22 23

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　80.4 人

人 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　99.5 人

156

12

＜参考＞

一
般
行
政
部
門

民生

衛生
普通会計　部門

2

44

2

事務の統廃合縮小による減

193

2421

6 5 退職者不補充△ 1

△ 1

3

-

△ 3

農水

土木

191

151

人

人

47

小計

40

小　計 人

商工

37

人

13

教育部門

＜参考＞

事務の統廃合縮小による減

5

△ 3

-

業務増による増

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　99.5 人

人 人

人 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 119 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

3755

193

230

191 人

その他

小　計 人

5

小　計

合　　計

6

公営企業会計部
門

[      290　      ］

246

水道

240

人

人人

49

人

32

退職者不補充

＜参考＞

△ 1

△ 16

地方独立行政法人設立に伴う減

-

[     －     ］

△ 17

△ 18

（2)年齢別職員構成の状況　（ 23 年4月1日現在　）

20

25
%

5

10

15

構成比

５年前の構成比

　
0

※　上記職員数は教育長を含まない。

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1 3 14 7 8 23 22 34 35 53 29 0 229

区　分

職員数



(3)職員数の推移

（単位：％・人）

39

△ 2

54

154

-42.2%

職員数 42

△ 3

3764 58

一般行政 156職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

37

151

40

△ 2

41

-

公 営 企 業 職員数

166 156

5

-6.0%156

37

△ 1

△ 10 △ 10

-11.9%

△ 5△ 2

58

教　育

△ 3

55

3増 減

増 減

１９年１８年 ２３年
過去５年間の

増減数（率）
２０年 ２１年 ２２年

（注）１　各年における定数管理調査において報告した部門別職員数

△ 4

54

245

△ 16

-42.2%

△ 27

-15.4%

△ 42△ 8

253

△ 2増 減

272

△ 6

37

230

△ 17

64 58

255

-

職員数計

公 営 企 業 職員数

等 会 計 増 減

58

246

1

1

55

△ 18



８　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

21 年度の総費用に占

総費用に占める

37,334 10.3

千円　

職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実

359,253
22 年度

　　　　千円

　質収支

7,434

　　　　　　Ｂ／Ａ

％％

10.4

千円　

める職員給与費比率Ｂ　Ａ  

職員給与費

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、 23 年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

3,754 8,947 6,22237,335

　　　　給与費 　　B/A

　　　　　千円人 千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当　　　　　　Ａ

職員数

　　計　　Ｂ給　 料 職員手当

区　　分

一人当たり給与費

一人当たり （参考）市町村平均

6,443

千円 千円

24,634

千円 千円

6
22 年度

イ　 特記事項

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日まで給料の３％減額をおこなっています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況　（23 年4月1日現在　）

歳 円 円

歳 円 円476,438325,780

332,52647.2

平均月収額

517,336川崎町水道事業

45.3

基本給

川崎町一般行政職

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

歳 円 円

歳 円 円

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

22 年度　） 22 年度　）

千円　 千円　

476,438325,780

川崎町水道事業 川崎町一般行政職

45.3川崎町一般行政職

1,491 1,380

１人当たり平均支給額（ １人当たり平均支給額（

水道事業（市町村）平均 45.6 366,719 546,495

千円　 千円　

（ 22 年度支給割合　） （ 22 年度支給割合　）

　　期末手当　 勤勉手当

2.6  月分  月分  月分  月分

(  )月分 （　    　 ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　　　　　・役職加算　５％～１０％

1.35

勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60

期末手当

1,491 1,380

1.35

・役職加算　５～１０％

イ　退職手当　　（ 23 年4月1日現在　）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分59.28

23.50

41.3433.50 41.34

30.5523.50

47.50 59.2847.50

川崎町一般行政職

勧奨・定年

30.55

33.50

自己都合

川崎町水道事業

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　　

定年前早期退職特例措置2～20％加算 定年前早期退職特例措置2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22 年度に退職した職員に支給された平均額である。

21,90026,713

59.28

59.28

47.50 59.2847.50

59.28

その他の加算措置　　　　

59.2859.28



ウ　地域手当

（ 23 年4月1日現在）

22 年度決算） 千円

22 年度決算）    円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

0

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（

支給職員１人当たり平均支給年額（

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ 時間外勤務手当

22 年度決算   ） 千円支給実績    （ 86622 年度決算   ） 千円

22 年度決算 ） 千円

21 年度決算   ） 千円

21 年度決算 ） 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（ 23 年4月1日現在）  

職員１人当たり平均支給年額  （

支給実績    （

支給実績    （

職員１人当たり平均支給年額  （ 144

866

717

120

オ　その他の手当（ 23 年4月1日現在）  

（ 22 （ 22

円

手　当　名 内容及び支給単価

年度決算）

平均支給年額
一般行政職の
制度との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給職員１人当たり

1,466 千円扶養手当

配偶者13,000円
配偶者以外6,500円
（職員に配偶者がいない場合
そのうち1人につき11,000円）
15歳～22歳の子については
5,000円加算

同

支給実績

241,000

年度決算）

円

円121

同

20,200

住居手当
借家・借間　　最高27,000円
自宅 　　　　　　　2,500円

通勤手当

普通交通機関等利用者
全額支給
自動車等使用者
2,000円～24,500円
（但し、徒歩で片道２ｋｍ以
上であること）

同

170 28,400

千円

千円



　(2)　病院事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

21 年度の総費用に占

22 年度
23.3 23.4

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

％ ％

1,013,798 122,801 236,013

　　　　千円 千円　 千円　

Ａ  Ｂ　

総費用に占める

　質収支 職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実 職員給与費

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、 23 年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日まで給料の３％減額をおこなっています。

22 年度
35 51,923 236,013 6,743143,734 40,356

一人当たり給与費

6,803

区　　分

　　　　　千円 千円 千円 千円人 千円 千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　給与費 　　B/A

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況　（23 年4月1日現在　）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

平均月収額

川崎町一般行政職 45.3 325,780 476,438

看護師・准看護師 平　均　年　齢 基本給

川崎町病院事業 30.2 360,450 833,089

医　　　師 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

川崎町病院事業 49.2 336,264 463,018

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

325,780 476,438

川崎町病院事業 46.7 338,724 460,581

45.3

基本給 平均月収額

川崎町一般行政職

事務職員 平　均　年　齢

川崎町一般行政職 45.3 325,780 476,438

ア　期末手当・勤勉手当

22 年度　） 22 年度　）

千円　 千円　

（ 22 年度支給割合　） （ 22 年度支給割合　）

　　期末手当　 勤勉手当

2.60  月分  月分  月分  月分

(  )月分 （　    　 ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　　　　　　　・役職加算　５％～１０％ ・役職加算　５～１０％

1,484 1,380

期末手当 勤勉手当

1.351.35 2.60

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

川崎町一般行政職

１人当たり平均支給額（ １人当たり平均支給額（

川崎町病院事業

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当　　（ 23 年4月1日現在　）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

川崎町病院事業 川崎町一般行政職

自己都合 勧奨・定年

　　　　　　　・役職加算　５％～１０％ ・役職加算　５～１０％

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　　

定年前早期退職特例措置2～20％加算 定年前早期退職特例措置2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22 年度に退職した職員に支給された平均額である。

その他の加算措置　　　　

12,467 21,900

59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

自己都合 勧奨・定年



ウ　地域手当

（ 23 年4月1日現在）

22 年度決算） 千円

22 年度決算）    円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

0

0

支給実績（

支給職員１人当たり平均支給年額（

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当

22 年度決算） 千円

22 年度決算） 　円支給職員１人当たり平均支給年額　（

支給実績    （ 5,482

156,62922 年度決算） 　円

出勤1,300円/1H     待機１時間

防疫作業に従事する職員の特殊勤務
手当

伝染病防疫作業に従事する職員

支給職員１人当たり平均支給年額　（

伝染病等防疫作業業務 １回につき400円

医療業務等に従事する職員の特殊勤
務手当

病院長、副院長、レントゲン技師 医療業務
院長、副院長100,000/1月
レントゲン技師4,800円/1月

夜間看護手当 看護師 夜間看護業務 １回につき2,000円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

災害応急作業に従事する職員の特殊
勤務手当

災害応急作業に従事する職員 災害応急作業業務

156,629

手当の種類（手当数） 4

オ 時間外勤務手当

22 年度決算   ） 千円

22 年度決算 ） 千円

21 年度決算   ） 千円

21 年度決算 ） 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績    （

職員１人当たり平均支給年額  （

支給実績    （

職員１人当たり平均支給年額  （

務手当
病院長、副院長、レントゲン技師 医療業務

レントゲン技師4,800円/1月

771

22

524

15

カ　その他の手当（ 23 年4月1日現在　）  

（ 22 （ 22

配偶者13,000円
配偶者以外6,500円

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額
一般行政職の
制度との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容 年度決算）

支給実績

年度決算）

円

円

3,973 千円 113,514

普通交通機関等利用者
全額支給

2,193 千円 62,651住居手当
借家・借間　　最高27,000円
自宅　　　　　 　　2,500円

同

扶養手当

配偶者以外6,500円
（職員に配偶者がいない場合
そのうち1人につき11,000円）
15歳～22歳の子については
5,000円加算

同

円

全額支給
自動車等使用者
2,000円～24,500円
（但し、徒歩で片道２ｋｍ以
上であること）

同 1,709 千円 48,826通勤手当


